
 

 

職 務 内 容 書 

 

 

 財団法人理容師美容師試験研修センター（以下｢センター｣という。）は、次により役

員候補者を公募いたします。 

 

１ センターの概要 

  センターは、平成２年４月に設立され、主たる事務所を東京都江東区有明に、従た

る事務所を全国７ブロック及び沖縄に置き、常勤職員約５０名により理容師法及び美

容師法に基づく指定試験機関及び指定登録機関として理容師・美容師の国家試験事務

及び登録に関する事務並びに理容師法及び美容師法に基づく管理理容師及び管理美

容師資格認定講習会を都道府県知事の指定を受けて実施しています。 

  具体的には、 

  ① 理容師・美容師の国家試験実施に関する事務 

  ② 理容師・美容師の登録の実施等に関する事務 

  ③ 管理理容師又は管理美容師になろうとする者に対して行う都道府県知事が指

定する講習会の企画及び実施 

  ④ 理容師・美容師の試験及び指定講習会に関する出版物の刊行その他情報提供 

 を所掌しています。 

 

２ 法人の所在地 

  東京都江東区有明３－７－２６ 有明フロンティアビルＢ棟９Ｆ 

 

３ 公募する役職及び職務 

  理事候補者（理事長候補者） １名 

  理事候補者は、理容師法及び美容師法並びに寄附行為に基づき、①評議員会による

理事選任、②センター役員の厚生労働大臣認可、③理事会による理事長互選、の各手

続きを経て理事長に就任することとなります。 

  理事長の職務は、センターを代表し、前記の業務を総理することとなっています。 

  なお、理容師法及び美容師法により、センターの役職員及び試験委員は、試験事務

等に関し知り得た秘密を漏らしてはならないこと、及び刑法その他の罰則の適用につ

いては、法令により公務に従事する職員とみなすこととされており、最高責任者であ

る理事長は、自らの高い倫理観の下で、常に職員及び試験委員を指導・監督する立場

にあります。 

 

 



４ 任期 

  任期は、平成２４年４月１日からセンターが公益財団法人又は一般財団法人に移行

する日の前日まで 

 

５ 必要な資格・経験 

 

 (1) 平成２４年４月１日現在、満７０歳未満であること。 

 

 (2) 公衆衛生若しくは衛生管理等の重要性を十分認識し、理・美容師国家試験を行う

法人の長として備えるべき知識を有するとともに、中立性、公平性を確保し、経営

運営改革に強い意欲とリーダーシップを発揮し、諸課題を的確に実施できる経験と

実行力を備えていること。 

 

 (3) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１７７条の準用規定による同法

第６５条に規定されている「役員になることができない者」に該当しないこと。 

  

６ 候補者の選考方法等 

  外部の学識経験者５名により構成されている役員選考委員会において第１次審査

（書類選考）及び第２次審査（面接試験）を行い、候補者を選考します。 

 

７ 常勤理事長に就任した場合の処遇 

 

 (1) 給与 

   役員給与規程により支給（年俸約１３,０００千円＋通勤手当） 

 

 (2) 退職手当 

   役員退職手当支給規程により支給 

 

 (3) 社会保険 

   全国健康保険協会（協会けんぽ） 

   厚生年金保険 

 

 (4) 勤務形態等 

   常勤（勤務時間等の規程はありませんが、原則として職員就業規程の規定に準じ

て勤務） 

 

 

 



８ 応募方法 

 

 (1) 提出書類 

  ① 履歴書 

    市販のＪＩＳ規格履歴書に学歴、取得資格、職歴及び健康状態等を詳細に記載

し、３か月以内に撮影した写真（パスポートサイズ縦４.５㎝×横３.５㎝）を貼

付したもの 

  ② 自己アピールのための小論文 

    テーマ：「私の知識・経験と新たな職場における活用」 

    様式等：Ａ４版、横書きで１６００字程度（ワープロ又は手書き） 

 

 (2) 提出方法 

   封筒の表に「役員応募」と朱書きし、簡易書留により郵送して下さい。 

   〒１３５－８５０７ 財団法人理容師美容師試験研修センター 

 

 (3) 提出期限 

   平成２４年３月９日（金）（必着） 

 

９ 選考結果の通知 

  第１次の選考結果は、応募者全員に文書でお知らせいたします。 

  なお、第１次の合格者には第２次選考会の日時等につきましても併せてお知らせい

たします。 

 

10 その他 

 

 (1) 提出された書類等の個人情報につきましては、選考の目的以外には使用いたしま

せん。 

 

 (2) 応募方法等に関する問い合わせは、電話でお受けいたします。 

   ただし、選考経過及び選考結果等に関するお問い合わせにつきましては、お答え

いたしかねますので予め御了承下さい。 

 

 

                    （問い合わせ先） 

                       ０３－５５７９－０２１１ 

                       担当 松浪 



 

【参  考】 

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 －抄－ 

 

（役員の資格等） 

第６５条 次に掲げる者は、役員となることができない。 

 二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われて

いる者 

 三 この法律若しくは会社法（平成１７年法律第８６号）の規定に違反し、又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）第２５５条、第２５６条、第２５８条から第

２６０条まで若しくは第２６２条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律

（平成１２年法律第１２９号）第６５条、第６６条、第６８条若しくは第６９条の

罪、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２６６条、第２６７条、第２６９

条から第２７１条まで若しくは第２７３条の罪若しくは破産法（平成１６年法律第

７５号）第２６５条、第２６６条、第２６８条から第２７２条まで若しくは第２７

４条の罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から２年を経過しない者 

 四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、

その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶

予中の者を除く。） 

 

 

 

 

 


